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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｃ：０．３５～０．６５％、Ｓｉ：０．５０％以下、Ｍｎ：０．６５～２．
００％、Ｐ：０．０１５％以下、Ｓ：０．００３～０．０８０％、Ｍｏ：０．０５～０．
５０％、Ａｌ：０．１０％以下、Ｎ：０．００７０％以下及びＯ（酸素）：０．００２０
％以下を含有し、残部はＦｅ及び不純物からなり、更に、マルテンサイトが面積分率で７
０％以上を占める組織であることを特徴とする高周波焼入れ用鋼材。
【請求項２】
　Ｆｅの一部に代えて、Ｃｕ：０．２０％以下、Ｎｉ：０．２０％以下、Ｃｒ：０．２０
％以下、Ｎｂ：０．３０％以下及びＶ：０．２０％以下のうちの１種又は２種以上を含有
することを特徴とする請求項１に記載の高周波焼入れ用鋼材。
【請求項３】
　Ｆｅの一部に代えて、Ｃａ：０．０１％以下、Ｐｂ：０．３０％以下、Ｂｉ：０．０３
％以下及びＴｅ：０．１０％以下のうちの１種又は２種以上を含有することを特徴とする
請求項１又は２に記載の高周波焼入れ用鋼材。
【請求項４】
　Ｓｉの含有量が０．２０％以下であり、さらに、Ｆｅの一部に代えて、Ｂ：０．０００
５～０．００５０％及びＴｉ：０．０４５％以下で、かつ３．４Ｎ～（３．４Ｎ＋０．０
２）％を含有することを特徴とする請求項１から３までのいずれかに記載の高周波焼入れ
用鋼材。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高周波焼入れ用鋼材に関する。詳しくは、高周波焼入れによって浸炭焼入れ
の場合と同等以上の疲労強度、なかでも曲げ疲労強度を確保することができる高周波焼入
れ用鋼材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　アクスルシャフト、ドライブシャフト、等速ジョイント用アウターレースなどの自動車
部品や建設機械用部品は、所定形状への機械加工後、所望の機械的性質を具備させるため
の表面硬化処理が施され、表面硬化処理としては「浸炭焼入れ処理」が施されることが多
い。そして、この「浸炭焼入れ処理」を施すために、前記部品の素材として、一般に、質
量％で、０．２％程度のＣに加えて、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｎｉ、ＣｒやＭｏ等の合金元素を含む
低炭素合金鋼が使用されてきた。
【０００３】
　しかしながら、「浸炭」は、拡散現象を利用する処理である。したがって、鋼材中に十
分なＣを拡散させるために、８００～１０５０℃程度のオーステナイト領域で、数時間か
ら数十時間もの長時間の加熱処理を行うことが必要となる。このため、表面硬化処理とし
て「浸炭焼入れ処理」を施す場合には、成形から熱処理までの製造工程をインライン化す
ることが困難であるので生産能率を高めることが難しく、また、部品の製造コストも嵩ん
でしまう。
【０００４】
　なお、浸炭処理としては通常「ガス浸炭法」が採用されるが、ガス浸炭の際に被処理材
である鋼材の表面に、いわゆる「粒界酸化層」が形成されるので、浸炭処理後に疲労強度
や衝撃特性の低下が生じてしまう。
【０００５】
　上記の粒界酸化層の抑制のためには、鋼材中のＳｉ、Ｍｎ及びＣｒの含有量を低減し、
代わりにＭｏやＮｉ等を含有させることが考えられるが、高価な合金元素を多量に含ませ
ることになるので、鋼材コストの上昇を招く。
【０００６】
　更に、浸炭処理は、上述のように、８００～１０５０℃程度の高温領域で、数時間から
数十時間の長時間加熱する処理であるため、一般に「異常粒成長」と称されるオーステナ
イト結晶粒の粗大化が生じる場合があり、この異常粒成長が、浸炭焼入れ後の熱処理歪み
の発生や、疲労強度、更には衝撃特性の低下を招いてしまう。
【０００７】
　このため、浸炭焼入れ処理に代わる表面硬化処理として高周波焼入れ処理の適用が検討
され、特許文献１～９に、高周波焼入れ部品や高周波焼入れプロセスに適した鋼材が提案
されている。
【０００８】
　特許文献１に、冷間鍛造性、高周波焼入れ性及び転動疲労特性に優れた「機械構造用鋼
」、具体的には、重量比で、Ｃ：０．４０～０．８０％、Ｓｉ：０．０５超～１．２０％
、Ｍｎ：０．４０％未満、Ｓ：０．０２０％以下、Ａｌ：０．０１～０．０５％未満、Ｃ
ｒ：０．３０％以下、Ｂ：０．０００３～０．００３０％、Ｔｉ：０．００５～０．０５
％、Ｎ：０．００７％以下、Ｏ：０．００２０％以下を含有し、更に、必要に応じて、Ｍ
ｏ：０．０５～０．５０％を含有し、残部Ｆｅ及び不可避的不純物からなることを特徴と
する冷間鍛造性、高周波焼入れ性及び転動疲労特性に優れた「機械構造用鋼」が開示され
ている。
【０００９】
　特許文献２に、被削性に優れた「高強度高周波焼入れ用鋼」、具体的には、合金元素の
含有率が質量％で、Ｃ：０．５０～０．８０％、Ｓｉ：０．１５％以下、Ｍｎ：０．６０
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％以下、Ｂ：０．０００５～０．００５０％、Ｔｉ：０．０５％以下であり、更に、必要
に応じて、Ｃｒ：２．０％以下、Ｎｉ：３．０％以下、Ｍｏ：１．０％以下、Ｎｂ：０．
１０％以下、Ｖ：０．０５～０．５０％のうちの１種又は２種以上の元素、及び／又は、
Ｓ：０．２０％以下、Ｔｅ：０．２０％以下、Ｃａ：０．００５０％以下のうちの１種ま
又は２種以上の被削性向上元素を含み、残部Ｆｅ及び不可避的不純物からなることを特徴
とする被削性に優れた「高強度高周波焼入れ用鋼」が開示されている。
【００１０】
　特許文献３に、冷間鍛造や切削工程で製造される部品の製造時に冷間加工性に優れ、同
時に高周波焼入れ後に、優れた強度特性を有する「高周波焼入れ用鋼材」とその製造方法
、具体的には、重量％で、Ｃ：０．３８超～０．５８％、Ｓｉ：０．０１～０．１５％、
Ｍｎ：０．２～０．６％、Ｓ：０．００５～０．１５％、Ｃｒ：０．１５～０．６％、Ｂ
：０．０００５～０．００５％、Ａｌ：０．０１５～０．０５％、Ｎ：０．００７％未満
（０％を含む）を含有し、ＴｉをＮ含有量に応じて、０．０１５～（３．４Ｎ＋０．０２
）％の範囲含有し、更に、必要に応じて、Ｍｏ：０．０２～０．３％、Ｎｉ：０．０２～
１．０％のうちの１種又は２種、及び／又は、Ｎｂ：０．００２～０．０３５％を含有し
、Ｐ：０．０２５％以下（０％を含む）、Ｏ：０．００２５％以下（０％を含む）に各々
制限し、残部が鉄および不可避的不純物からなり、かつ、ミクロ組織は実質的にフェライ
ト・パーライト組織であり、フェライト結晶粒径が２５μｍ以下であり、熱間圧延方向に
平行な断面の組織のフェライトバンドの評点が１～５であることを特徴とする冷間加工性
と高強度特性を兼備した「高周波焼入れ用鋼材」とその製造方法が開示されている。
【００１１】
　特許文献４に、高強度の、被削性に優れた「高周波焼入れ歯車用鋼」、具体的には、重
量基準で、Ｃ：０．５０～０．６５％、Ｓｉ：０．５０％以下、Ｍｎ：２．０％以下、Ｐ
：０．０２０％以下、Ｓ：０．０１０～０．０４０％、Ｍｏ：０．０５～０．５０％、Ｔ
ｉ＋Ｚｒ＋ＲＥＭ：０．０１％以下、Ｂ＋Ｎ及び／又はＴｅをＢ：０．００４０～０．０
２０％、Ｎ：０．００５０～０．０２０％、Ｔｅ：０．００３～０．０３０％、で含有し
、更に、必要に応じて、Ｃｒ、Ｎｉ、Ｖ、Ｎｂの１種又は２種以上を重量基準で、Ｃｒ：
１．００％以下、Ｎｉ：３．０％以下、Ｖ：０．５０％以下、Ｎｂ：０．５０％以下の量
で含有し、残部実質的にＦｅから成ることを特徴とする高強度の被削性に優れた「高周波
焼入れ歯車用鋼」が開示されている。
【００１２】
　特許文献５に、高強度でかつ耐遅れ破壊特性及び転動疲労寿命特性に優れた「高周波焼
入れ用鋼」とその製造方法、具体的には、重量％で、Ｃ：０．３０～０．８０％、Ｓｉ：
０．０５～０．５０％、Ｍｎ：０．２～２．０％、Ｔｉ：０．０５～０．２０％、Ａｌ：
０．０１０～０．０５０％、Ｎ：０．０１２０％以下、Ｏ：１２ｐｐｍ以下を含有し、更
に、必要に応じて、Ｎｉ：０．１～２．０％、Ｃｒ：０．２０～２．０％、Ｍｏ：０．０
５～１．０％のうちから選んだ１種ないし２種以上を含有し、残部Ｆｅ及び不可避不純物
からなり、大きさ７０ｎｍ以下のＴｉ炭化物、Ｔｉ炭窒化物を鋼中に微細分散させたこと
を特徴とする高強度でかつ耐遅れ破壊特性及び転動疲労寿命特性に優れた「高周波焼入れ
用鋼」とその製造方法が開示されている。
【００１３】
　特許文献６に、高周波焼入れ性に優れると共に、高強度特性に優れた「高強度高周波焼
入れ用鋼材」とその製造方法、具体的には、質量％で、Ｃ：０．３５～０．６％、Ｓｉ：
０．０１～１％、Ｍｎ：０．２～２％、Ｓ：０．００５～０．１５％、Ｃｒ：０．３５％
以下（０％を含む）、Ｂ：０．０００５～０．００５％、Ａｌ：０．０１５～０．０５％
、Ｔｉ：０．０５～０．２％を含有し、更に、必要に応じて、Ｍｏ：１％以下、Ｎｉ：２
．５％以下、Ｖ：０．４％以下のうちの１種又は２種以上を含有し、Ｎ：０．００７％未
満（０％を含む）、Ｐ：０．０２５％（０％を含む）及びＯ：０．００２５％以下（０％
を含む）に各々制限し、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなり、熱間圧延後の組織のマ
トリックス中に直径０．２μｍ以下のＴｉの析出物を５個／μｍ2以上を有し、フェライ
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ト結晶粒径が２０μｍ以下であり、フェライト分率が３０％以下であり、ＪＩＳ Ｇ ０５
５８で規定する脱炭深さ：ＤＭ－Ｔ０．２ｍｍ以下であることを特徴とする等の「高強度
高周波焼き入れ用鋼材」とその製造方法が開示されている。
【００１４】
　特許文献７に、変形抵抗が小さく冷間鍛造性に優れ、かつ高周波焼入れ性にも優れた「
機械構造用炭素鋼」、具体的には、重量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、Ｓｉ：０．０
５％以下、Ｍｎ：０．３０～０．７５％、Ｃｒ：０．１５％以下、Ｓ：０．００５～０．
０２０％を、更に、必要に応じて、Ｍｏ：０．０５～０．３０％を、０．０１５％以下に
制限したＰ、０．００２０％以下に制限したＯ及び０．００８０％以下に制限したＮと共
に含有し、残部は実質的にＦｅの組成になることを特徴とする冷間鍛造性及び高周波焼入
れ性に優れた「機械構造用炭素鋼」が開示されている。
【００１５】
　特許文献８に、焼割れが生じにくく、かつ優れたねじり特性の得られる「高周波焼入れ
用鋼」、具体的には、重量比で、Ｃ：０．４５～０．６０％、Ｓｉ：２．００超え～２．
５０％、Ｍｎ：０．４０～１．２０％、Ｐ：０．０２０％以下、Ｓ：０．０１０％以下、
Ｎｉ：０．１０　～１．００％、Ｃｒ：０．２０～０．４０％、Ｍｏ：０．２０～０．４
０％、Ｏ：０．００２０％以下、Ｎ：０．００５０～０．０２００％と、Ｖ：０．０５～
０．４０％、Ｎｂ：０．０３～０．４０％のうち１種又は２種を含有し、残部がＦｅ及び
不純物元素からなるねじり特性の優れた「高周波焼入れ用鋼」が開示されている。
【００１６】
　特許文献９に、ねじり特性に優れた「駆動伝達系部品」、具体的には、重量比で、Ｃ：
０．４５～０．６０％、Ｓｉ：１．５０～２．５０％、Ｍｎ：０．４０～１．２０％、Ｐ
：０．０２０％以下、Ｓ：０．０１０％以下、Ｎｉ：０．１０～１．００％、Ｃｒ：０．
２０～０．４０％、Ｍｏ：０．２０～０．４０％と、Ｖ：０．０５～０．４０％、Ｎｂ：
０．０３～０．４０％のうち１種又は２種、Ｏ：０．００２０％以下、Ｎ：０．００５０
～０．０２００％を含有し、残部がＦｅ及び不純物元素からなる鋼に高周波焼入れを行っ
た後、焼戻しを施したことを特徴とするねじり特性の優れた「駆動伝達系部品」が開示さ
れている。
【００１７】
【特許文献１】特開平９－２７２９４６号公報
【特許文献２】特開平８－８１７３３号公報
【特許文献３】特開平１１－２１７６４９号公報
【特許文献４】特開平５－２７１８６８号公報
【特許文献５】特開２０００－３１９７４８号公報
【特許文献６】特開２００４－１８３０６５号公報
【特許文献７】特開平２－１４５７４４号公報
【特許文献８】特開平６－３３６６４６号公報
【特許文献９】特開平６－３３６６５０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１８】
　前述の特許文献１～３で提案された技術は、Ｍｎの含有量が少なく、高周波焼入れを行
うと、フェライト残存などの不完全焼入れが生じる場合があり、必ずしも良好な曲げ疲労
強度が得られるとは限らなかった。
【００１９】
　特許文献４で提案された技術は、Ｂを鋼中のＮと積極的に結合させてＢＮを形成し、切
削性改善に活用するものである。このため、Ｎと結合してＢＮの形成を阻害するＴｉ、Ｚ
ｒ及びＲＥＭを、合計量で０．０１％以下とする必要があるので、高周波焼入れにおける
Ｂの焼入れ性向上効果が確保されず、フェライト残存などの不完全焼入れが生じて、良好
な曲げ疲労強度が得られないことがあった。
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【００２０】
　特許文献５及び特許文献６で提案された技術は、Ｔｉの含有量が多く、鋼中のＣと結合
して多くの炭化物を形成するので、鋼材中のＣ量が減少してフェライトの割合が多くなり
、高周波焼入れ性の低下を招くし、高周波焼入れされた硬化層の靱性の低下をも招く。こ
のため、必ずしも良好な曲げ疲労強度が得られるとは限らなかった。
【００２１】
　特許文献７で提案された技術は、素材に対して球状化熱処理を施した後、冷間鍛造にて
所定形状に成形してから高周波焼入れするものである。このため、高周波焼入れ前のミク
ロ組織は「フェライト＋球状セメンタイト」であり、高周波焼入れで均一硬質なマルテン
サイトが得られない場合があって、必ずしも良好な曲げ疲労強度が得られるとは限らなか
った。
【００２２】
　特許文献８及び特許文献９で提案された技術は、Ｓｉの含有量が多く、高周波焼入れ時
のＡ3変態点が上昇することによって高周波焼入れ性の低下を招き、更に、Ｃｒの含有量
が多く、鋼中の炭化物が安定化することによっても高周波焼入れ性の低下を招くので、必
ずしも良好な曲げ疲労強度が得られるとは限らなかった。
【００２３】
　そこで、本発明の目的は、従来の浸炭焼入れを高周波焼入れに変更して生産効率を向上
させた場合でも浸炭焼入れの場合と同等以上の疲労強度、なかでも曲げ疲労強度を確保す
ることが可能で、自動車部品や建設機械用部品の素材として好適な「高周波焼入れ用鋼材
」を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００２４】
　高周波焼入れは、長時間での加熱時に表面から炭素が拡散し十分に焼入れ性を確保した
状態から焼入れされる浸炭焼入れとは異なって、急速短時間で加熱された状態で焼入れさ
れる。
【００２５】
　そこで、本発明者らは、高周波焼入れ部における不完全焼入れを抑制するために、先ず
、合金元素との関係を種々調査した。その結果、下記（ａ）～（ｆ）の知見を得た。
【００２６】
　（ａ）通常の長時間加熱してから焼入れする場合、Ｃ、Ｓｉ、Ｍｎなど合金元素の含有
量を高めれば焼入れ性が向上するが、急速短時間加熱される高周波焼入れの場合には、そ
の含有量を高めた場合に焼入れ性の低下を招く元素がある。
【００２７】
　（ｂ）ＳｉとＡｌは、いずれも、含有量の増加に伴ってＡ3変態点を上昇させる元素で
ある。このため、高周波焼入れのような急速短時間加熱の場合、Ｓｉ及びＡｌの含有量が
高い鋼材ではオーステナイトの単相組織が得られず、フェライトとオーステナイトの２相
組織となるので、加熱後急冷する焼入れ処理を行っても、均質なマルテンサイト組織が得
られない。したがって、Ｓｉ及びＡｌの含有量は低くするのがよい。
【００２８】
　（ｃ）Ｃｒは、セメンタイトを安定化する作用がある。このため、通常焼入れの場合に
は焼入れ性を増加させる元素の一つであるＣｒも、高周波焼入れの場合には、その含有量
が高いと、焼入れ性の低下を招くことがある。したがって、Ｃｒの含有量も低くするのが
よい。
【００２９】
　（ｄ）高周波焼入れ時の不完全焼入れを防止するためには、Ｃ、Ｍｎ、Ｍｏ及びＢの含
有量を高めてこれらの元素の焼入れ性向上作用を活用するのがよい。
【００３０】
　（ｅ）Ｂの焼入れ性向上効果を確保するためにはＮ固定のためにＴｉを含有させるのが
よいものの、含有量が多すぎる場合には、鋼材中のＣ量が減少してフェライトの割合が多
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くなって高周波焼入れ性の低下を招く。このため、Ｔｉの含有量を適正な範囲に調整する
のがよい。
【００３１】
　（ｆ）強度向上に有効なＶを含有させる場合、その量が多すぎる場合には、上記のＴｉ
同様、鋼材中のＣ量が減少してフェライトの割合が多くなって高周波焼入れ性の低下を招
く。このため、Ｖを含有させる場合には、その量を適正な範囲に調整するのがよい。
【００３２】
　そこで次に、本発明者らは、高周波焼入れ部における不完全焼入れを抑制するために、
高周波焼入れ前の鋼材の組織との関係を種々調査した。その結果、下記（ｇ）の重要な知
見が得られた。
【００３３】
　（ｇ）高周波焼入れ前の鋼材の組織を、マルテンサイトが面積分率で７０％以上を占め
る組織とすれば、高周波焼入れ性を高めることができる。なお、本明細書でいう「マルテ
ンサイト」とは、等温変態及び連続冷却変態によって得られる、いわゆる「フレッシュマ
ルテンサイト」及び「自己焼戻し（self-tempering）を受けたマルテンサイト」、並びに
、それらを焼戻しして得られる「焼戻しマルテンサイト」のうち「ラス状組織形態」であ
ることを特徴とする組織を指し、上記「ラス状組織」中にε或いはθ等の炭化物が析出し
ている組織も含むものをいう。したがって、上記の「フレッシュマルテンサイト」及び「
自己焼戻し（self-tempering）を受けたマルテンサイト」を焼戻しした場合であっても、
高温での焼戻し、例えば、７００℃を超えるような高い温度での焼戻しを施して、「ラス
状組織」が再結晶して等軸状のフェライトになった場合には、「焼戻しマルテンサイト」
に含めないこととする。
【００３４】
　本発明者らは、更に、高周波焼入れした場合の静的強度及び疲労強度を向上させるため
に、なかでも曲げ疲労強度を向上させるために種々の調査も実施した。その結果、下記（
ｈ）～（ｋ）の知見が得られた。
【００３５】
　（ｈ）曲げ疲労強度と静的曲げ強度との間には良い相関関係が存在する。
【００３６】
　（ｉ）静的曲げ強度を向上させるためには、高周波焼入れ後に、その硬化層を均一硬質
なマルテンサイト組織にして硬さを高めることに加えて、硬化層の靱性を高めることが重
要である。
【００３７】
　（ｊ）鋼材の化学組成を適正化するとともに、高周波焼入れ前の組織を前述したマルテ
ンサイトが面積分率で７０％以上を占める組織とすることで、高周波焼入れ後にその硬化
層を均一硬質なマルテンサイト組織にすることができる。
【００３８】
　（ｋ）高周波焼入れ前の鋼材の組織は、高周波焼入れで形成される硬化層の靱性に影響
を及ぼす。すなわち、高周波焼入れ前の鋼材の組織が、焼入れ或いは焼入れ焼戻し処理さ
れてマルテンサイトが面積分率で７０％以上を占める組織である場合の高周波焼入れ後の
硬化層の靱性は、高周波焼入れ前の鋼材の組織が、単純に焼準や球状化焼鈍処理された場
合の硬化層の靱性に比べて、極めて大きくなる。
【００３９】
　一般に、硬さと靱性は相反する特性を示し、硬化層の硬さ増加や、硬化層深さの増加は
、靱性の低下を招くと考えられる。また、硬さ、靱性ともに、鋼材のＣ含有量の影響が非
常に大きい。
【００４０】
　そこで更に、本発明者らは、相反する靱性と硬さについて精査した。その結果、下記（
ｌ）及び（ｍ）の知見が得られた。
【００４１】
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　（ｌ）高周波焼入れで形成された硬化層の旧オーステナイト結晶粒径を２０μｍ以下に
微細化することによって、硬さを低下させずに靱性を確保することが可能である。
【００４２】
　（ｍ）化学組成を適正化するとともに、高周波焼入れ前の組織をマルテンサイトが面積
分率で７０％以上を占める組織とした鋼材は、高周波焼入れによって、その硬化層の旧オ
ーステナイト結晶粒径を２０μｍ以下に微細化することができる。しかも、この場合には
高周波焼入れにより生成した旧オーステナイト粒界或いはラス界面への炭化物の析出が大
きく抑制されるので、靱性が向上する。
【００４３】
　なお、自動車部品や建設機械用部品の加工工程には、必ず所定形状への「切削加工」が
ある。このため、浸炭焼入れの代替として高周波焼入れを適用する場合にも被削性を考慮
する必要がある。そこで、本発明者らは、被削性を高める技術についても検討した。その
結果、下記（ｎ）～（ｐ）の知見を得た。
【００４４】
　（ｎ）鋼中のＯ（酸素）の含有量を低減して、被削性に影響を与えるＭｎＳの形態を微
細化することで被削性を高めることができる。
【００４５】
　（ｏ）適正量のＣａを含有させて低融点酸化物を形成させれば、工具寿命を大きくする
こともできる。
【００４６】
　（ｐ）低融点の被削性向上元素であるＰｂ、ＢｉやＴｅを適正量含有させれば、切削加
工中に加工熱で溶融し、粒界脆化によって切り屑分断性が向上するので、被削性を高める
ことができる。
【００４７】
　本発明は、上記の知見に基づいて完成されたものであり、その要旨は、下記（１）～（
４）に示す高周波焼入れ用鋼材にある。
【００４８】
　（１）質量％で、Ｃ：０．３５～０．６５％、Ｓｉ：０．５０％以下、Ｍｎ：０．６５
～２．００％、Ｐ：０．０１５％以下、Ｓ：０．００３～０．０８０％、Ｍｏ：０．０５
～０．５０％、Ａｌ：０．１０％以下、Ｎ：０．００７０％以下及びＯ（酸素）：０．０
０２０％以下を含有し、残部はＦｅ及び不純物からなり、更に、マルテンサイトが面積分
率で７０％以上を占める組織であることを特徴とする高周波焼入れ用鋼材。
【００４９】
　（２）Ｆｅの一部に代えて、Ｃｕ：０．２０％以下、Ｎｉ：０．２０％以下、Ｃｒ：０
．２０％以下、Ｎｂ：０．３０％以下及びＶ：０．２０％以下のうちの１種又は２種以上
を含有することを特徴とする上記（１）に記載の高周波焼入れ用鋼材。
【００５０】
　（３）Ｆｅの一部に代えて、Ｃａ：０．０１％以下、Ｐｂ：０．３０％以下、Ｂｉ：０
．０３％以下及びＴｅ：０．１０％以下のうちの１種又は２種以上を含有することを特徴
とする上記（１）又は（２）に記載の高周波焼入れ用鋼材。
【００５１】
　（４）Ｓｉの含有量が０．２０％以下であり、さらに、Ｆｅの一部に代えて、Ｂ：０．
０００５～０．００５０％及びＴｉ：０．０４５％以下で、かつ３．４Ｎ～（３．４Ｎ＋
０．０２）％を含有することを特徴とする上記（１）から（３）までのいずれかに記載の
高周波焼入れ用鋼材。
【００５２】
　なお、先に述べたとおり、本明細書でいう「マルテンサイト」とは、いわゆる「フレッ
シュマルテンサイト」及び「自己焼戻し（self-tempering）を受けたマルテンサイト」、
並びに、それらを焼戻しして得られる「焼戻しマルテンサイト」のうち「ラス状組織形態
」であることを特徴とする組織を指す。
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【００５３】
　以下、上記 （１）～（４）の高周波焼入れ用鋼材に係る発明を、それぞれ、「本発明
（１）」～「本発明（４）」という。また、総称して「本発明」ということがある。
【発明の効果】
【００５４】
　本発明の高周波焼入れ用鋼材は、従来の浸炭焼入れを高周波焼入れに変更して生産効率
を向上させた場合でも浸炭焼入れの場合と同等以上の疲労強度、なかでも曲げ疲労強度を
確保することができるので、アクスルシャフト、ドライブシャフト、等速ジョイント用ア
ウターレースなどの自動車部品や建設機械用部品の素材として用いることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５５】
　以下、本発明の各要件について詳しく説明する。なお、化学成分の含有量の「％」は「
質量％」を意味する。
【００５６】
　（Ａ）化学組成
　Ｃ：０．３５～０．６５％
　Ｃは、鋼の強度を確保する作用及び高周波焼入れ後の硬化層硬さを確保する作用を有す
る。しかしながら、その含有量が０．３５％未満では、前記作用による所望の効果が得ら
れない。一方、Ｃの含有量が０．６５％を超えると、鋼の靱性が劣化する。したがって、
Ｃの含有量を０．３５～０．６５％とした。なお、前記の効果を安定して得るためには、
Ｃの含有量は０．４０～０．５５％とすることが好ましい。
【００５７】
　Ｓｉ：０．５０％以下（本発明（１）～本発明（３）の場合）又はＳｉ：０．２０％以
下（本発明（４）の場合）
　Ｓｉは、脱酸元素ではあるが、高周波焼入れ時のＡ3変態点を上昇させ、高周波焼入れ
性の低下を招く。特に、その含有量が０．５０％を超える場合には、脱酸効果は期待でき
るものの、高周波焼入れ性の低下が著しくなる。
  したがって、本発明（１）～本発明（３）においては、Ｓｉの含有量を０．５０％以下
とした。
  但し、Ｓｉには、マルテンサイト組織を焼戻し処理する際に、焼戻し温度の上昇に対し
て硬さの低下を抑制する、いわゆる「焼戻し軟化抵抗」を確保する効果があり、その効果
はＳｉの含有量が０．０５％以下では期待できない。
  なお、良好な高周波焼入れ性の確保という点からは、Ｓｉ含有量は可能な限り低減する
ことが好ましい。
  このため、良好な高周波焼入れ性確保と焼戻し軟化抵抗確保の双方を具備させたい場合
には、Ｓｉの含有量は、０．０５％超を超えて０．２０％以下とすることが好ましい。
  上記の理由から、本発明（４）においては、Ｓｉの含有量を０．２０％以下とした。
【００５８】
　Ｍｎ：０．６５～２．００％
　Ｍｎは、高周波焼入れ性を向上させる有効な元素である。しかしながら、Ｍｎの含有量
が０．６５％未満の場合、前記作用による所望の効果が得られない。一方、２．００％を
超えてＭｎを含有させても前記の効果は飽和し、コストが嵩むばかりである。したがって
、Ｍｎの含有量を０．６５～２．００％とした。なお、合金コストを低く抑えたうえで前
記の効果を安定して得るためには、Ｍｎの含有量は０．７５～１．５０％に調整するのが
好ましい。
【００５９】
　Ｐ：０．０１５％以下
　Ｐは、高周波焼入れ時の硬化層の靱性を劣化させ、特に、その含有量が０．０１５％を
超えると、硬化層の靱性低下が著しくなる。したがって、Ｐの含有量を、０．０１５％以
下とした。なお、Ｐの含有量は、０．０１０％以下にするのが好ましい。
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【００６０】
　Ｓ：０．００３～０．０８０％
　Ｓは、Ｍｎと結合してＭｎＳを形成し、被削性、なかでも切り屑処理性を高める作用を
有する。しかしながら、その含有量が０．００３％未満では前記の効果が得られない。一
方、Ｓは、結晶粒界に偏析して粒界強度を劣化させ、鋼の強度低下を招き、特に、Ｓの含
有量が０．０８０％を超えると、鋼の強度低下が著しくなる。したがって、Ｓの含有量を
０．００３～０．０８０％とした。なお、Ｓの含有量は０．００６～０．０６０％とする
ことが好ましい。。
【００６１】
　Ｍｏ：０．０５～０．５０％
　Ｍｏは、ＣやＭｎと同様、鋼の焼入れ性を高めて強度を向上させる作用がある。Ｍｏに
は、焼戻し軟化抵抗を高める効果もある。しかし、強度向上効果及び焼戻し軟化抵抗向上
効果を確実に得るには、０．０５％以上の含有量が必要である。一方、０．５０％を超え
てＭｏを含有させても前記の効果は飽和し、コストが嵩むばかりである。したがって、Ｍ
ｏの含有量を０．０５～０．５０％とした。なお、Ｍｏの含有量は０．１０～０．３０％
とすることが好ましい。
【００６２】
　Ａｌ：０．１０％以下
　Ａｌは、Ｓｉと同様に、脱酸元素ではあるが、高周波焼入れ時のＡ3変態点を上昇させ
、高周波焼入れ性の低下を招く。特に、その含有量が０．１０％を超える場合には、前記
の脱酸効果やＡｌが鋼中のＮと結合して形成されたＡｌＮの高周波焼入れ時の結晶粒粗大
化防止作用は期待できるものの、高周波焼入れ性の低下が著しくなる。したがって、Ａｌ
の含有量を０．１０％以下とした。なお、良好な高周波焼入れ性の確保という点からは、
Ａｌ含有量は可能な限り低減することが好ましい。
【００６３】
　Ｎ：０．００７０％以下
　Ｎは、Ｂ、Ａｌ、Ｔｉなどとの親和力が大きく、鋼中のＢと結合してＢＮを形成した場
合には、高周波焼入れ性を高めることができない。特に、Ｎの含有量が多くなって０．０
０７０％を超えると、ＡｌＮやＴｉＮの高周波焼入れ時の結晶粒粗大化防止作用は期待で
きるものの、ＢＮ形成による高周波焼入れ性向上効果が期待できない。また、鋼中の固溶
Ｎ量が増加すると、熱間変形能の低下をきたす。したがって、Ｎの含有量を、０．００７
０％以下とした。なお、鋼中の不純物としてのＮの含有量は可能な限り低減することが好
ましい。
【００６４】
　Ｏ（酸素）：０．００２０％以下
　Ｏは、鋼中の元素と結合して酸化物を形成し、強度低下、なかでも疲労強度の低下を招
く。特に、Ｏの含有量が０．００２０％を超えると、形成される酸化物が多くなるととも
にＭｎＳが粗大化して、疲労強度の低下が顕著になる。したがって、不純物元素としての
Ｏの含有量を０．００２０％以下とした。なお、Ｏの含有量は０．００１５％以下とする
ことが好ましい。
【００６５】
　上記の理由から、本発明（１）に係る高周波焼入れ用鋼材の化学組成を、上述した範囲
のＣからＯ（酸素）までの元素を含有し、残部はＦｅ及び不純物からなることと規定した
。
【００６６】
　なお、本発明に係る高周波焼入れ用鋼材には、必要に応じて、Ｆｅの一部に代えて、
　第１群：Ｂ：０．０００５～０．００５０％及びＴｉ：０．０４５％以下で、かつ３．
４Ｎ～（３．４Ｎ＋０．０２）％、
　第２群：Ｃｕ：０．２０％以下、Ｎｉ：０．２０％以下、Ｃｒ：０．２０％以下、Ｎｂ
：０．３０％以下及びＶ：０．２０％以下のうちの１種又は２種以上、
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　第３群：Ｃａ：０．０１％以下、Ｐｂ：０．３０％以下、Ｂｉ：０．０３％以下及びＴ
ｅ：０．１０％以下のうちの１種又は２種以上、
の各群の元素の１種以上を含有させることができる。すなわち、前記第１群～第３群の３
つの群の元素の１種以上を、Ｆｅの一部に代えて、任意添加元素として含有させてもよい
。
【００６７】
　以下、上記の任意添加元素に関して説明する。
【００６８】
　第１群：Ｂ：０．０００５～０．００５０％及びＴｉ：０．０４５％以下で、かつ３．
４Ｎ～（３．４Ｎ＋０．０２）％
　Ｂは、高周波焼入れ性を向上させる作用を有し、その効果はＢの含有量が０．０００５
％以上で顕著である。しかしながら、０．００５０％を超えてＢを含有させても前記の効
果は飽和し、コストが嵩むばかりである。したがって、Ｂの含有量を０．０００５～０．
００５０％とした。Ｂの含有量は０．００１０～０．００２０％とすることが好ましい。
【００６９】
　なお、上記した範囲の量のＢを含有する場合であっても、Ｂが鋼中の不純物として存在
するＮと結合してＢＮを形成した場合には、高周波焼入れ性を高めることができない。し
たがって、既に述べたように、Ｂの高周波焼入れ性向上効果を発揮させるためには、鋼中
の不純物として存在するＮを低減する必要がある。
【００７０】
　Ｔｉは、鋼中の不純物として存在しているＮと優先的に結合することでＢＮの形成を抑
制し、Ｂの高周波焼入れ性向上効果を確保するのに有効な元素である。この効果を得るた
めには、３．４Ｎ％以上のＴｉを含有させる必要がある。しかしながら、Ｔｉの含有量が
多すぎる場合には、鋼中のＣと結合して炭化物を形成するため、鋼材中のＣ量が減少して
フェライトの割合が多くなり、却って高周波焼入れ性の低下を招くし、高周波焼入れされ
た硬化層の靱性の低下をも招く。特に、Ｔｉの含有量が多くなって、０．０４５％を超え
ると、高周波焼入れ性及び硬化層の靱性の著しい低下をきたす。そして、たとえ、Ｔｉの
含有量が０．０４５％以下であっても、（３．４Ｎ＋０．０２）％を超えると、高周波焼
入れ性及び硬化層の靱性の低下をきたす。したがって、Ｔｉの含有量を０．０４５％以下
で、かつ３．４Ｎ～（３．４Ｎ＋０．０２）％とした。
【００７１】
　第２群：Ｃｕ：０．２０％以下、Ｎｉ：０．２０％以下、Ｃｒ：０．２０％以下、Ｎｂ
：０．３０％以下及びＶ：０．２０％以下
　Ｃｕ：０．２０％以下
　Ｃｕは、鋼の強度を向上させる作用を有する。すなわち、Ｃｕは、ＣやＭｎと同様に鋼
の焼入れ性を高めて、強度を向上させる作用を有する。しかしながら、Ｃｕ含有量が０．
２０％を超えると、焼入れ性は向上するものの、疲労強度の低下を招く場合がある。した
がって、Ｃｕの含有量を０．２０％以下とした。なお、Ｃｕの含有量は、０．００８～０
．０１５％とすることが好ましい。
【００７２】
　Ｎｉ：０．２０％以下
　Ｎｉは、鋼の強度を向上させる作用を有する。すなわち、Ｎｉは、ＣやＭｎと同様に鋼
の焼入れ性を高めて、強度を向上させる作用を有する。しかしながら、Ｎｉの含有量が０
．２０％を超えると、焼入れ性は向上するものの、高周波焼入れ時に焼割れを生じる場合
がある。したがって、Ｎｉの含有量を０．２０％以下とした。なお、Ｎｉの含有量は、０
．００８～０．０１５％％とすることが好ましい。
【００７３】
　Ｎｂ：０．３０％以下
　Ｎｂは、鋼の強度を向上させる作用を有する。すなわち、Ｎｂは、炭化物、窒化物或い
は炭窒化物を形成して結晶粒を微細化し、鋼の強度を高める作用を有する。しかしながら
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、０．３０％を超えてＮｂを含有させても前記の効果は飽和し、コストが嵩むばかりであ
る。したがって、Ｎｂの含有量を０．３０％以下とした。なお、Ｎｂの含有量は、０．０
１～０．３０％とすることが好ましい。
【００７４】
　Ｖ：０．２０％以下
　Ｖは、鋼の強度を向上させる作用を有する。すなわち、Ｖは、ＣやＭｎと同様に鋼の焼
入れ性を高めて、また、炭窒化物を形成して結晶粒を微細化し、強度を向上させる作用を
有する。しかしながら、Ｖの含有量が０．２０％を超えると、炭窒化物が過剰に析出して
高周波焼入れされた硬化層の靱性劣化を引き起こして疲労寿命の低下を招くし、鋼中のＣ
と結合して炭化物を多く形成することにもなるため、鋼材中のＣ量が減少してフェライト
の割合が多くなって高周波焼入れ性の低下を招く。したがって、Ｖの含有量を０．２０％
以下とした。なお、Ｖの含有量は、０．０１～０．２０％とすることが好ましい。
【００７５】
　なお、上記のＣｕ、Ｎｉ、Ｎｂ及びＶは、そのうちのいずれか１種のみ、又は２種以上
の複合で含有することができる。
【００７６】
　第３群：Ｃａ：０．０１％以下、Ｐｂ：０．３０％以下、Ｂｉ：０．０３％以下及びＴ
ｅ：０．１０％以下
　Ｃａ：０．０１％以下
　Ｃａは、被削性を高める作用がある。すなわち、Ｃａは、工具寿命向上に有効な低融点
酸化物を形成して、被削性を高める作用を有する。Ｃａには脱酸作用もある。しかしなが
ら、Ｃａの含有量が０．０１％を超えると、Ｃａの添加歩留りが低いために、製造コスト
が嵩んでしまうし、却って低融点酸化物の形成が難しくなる。更に、Ｃａを固溶するＭｎ
Ｓが増加して粗大なＭｎＳを形成しやすくなるため、被削性は確保できても、疲労強度の
低下を招いてしまう。したがって、Ｃａの含有量を０．０１％以下とした。なお、疲労強
度を低減することなく、被削性向上効果を、より安定して得るために、Ｃａの含有量は、
０．０００５～０．００５％とすることが好ましい。
【００７７】
　Ｐｂ：０．３０％以下
　Ｐｂは、被削性を高める作用がある。しかしながら、その含有量が０．３０％を超える
と前記効果が飽和して経済性を損なうばかりか、曲げ疲労強度が劣化するようになる。更
に、熱間加工性の劣化をもたらし、熱間圧延や熱間鍛造時に割れの発生を招く。したがっ
て、Ｐｂの含有量を０．３０％以下とした。なお、自動車部品や建設機械用部品の所定形
状への切削加工を行うに際に、Ｐｂの被削性向上効果を確実に得るためには、その含有量
を０．０２％以上とすることが好ましい。したがって、より好ましいＰｂの含有量は０．
０２～０．３０％である。
【００７８】
　Ｂｉ：０．０３％以下
　Ｂｉは、被削性を高める作用がある。しかしながら、その含有量が０．０３％を超える
と前記効果が飽和してコストの上昇を招くばかりか、曲げ疲労強度が劣化するようになる
。更に、熱間加工性の劣化をもたらし、熱間圧延や熱間鍛造時に割れの発生を招く。した
がって、Ｂｉの含有量を０．０３％以下とした。なお、所定の部品形状への切削加工を行
うに際に、Ｂｉの被削性向上効果を確実に得るためには、その含有量を０．００５％以上
とすることが好ましい。したがって、より好ましいＢｉの含有量は０．００５～０．０３
％である。
【００７９】
　Ｔｅ：０．１０％以下
　Ｔｅは、被削性を高める作用がある。しかしながら、その含有量が０．１０％を超える
と前記効果が飽和して経済性を損なうばかりか、曲げ疲労強度が劣化するようになる。更
に、熱間加工性の劣化をもたらし、熱間圧延や熱間鍛造時に割れの発生を招く。したがっ
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て、Ｔｅの含有量を０．１０％以下とした。なお、所定の部品形状への切削加工を行うに
際に、Ｔｅの被削性向上効果を確実に得るためには、その含有量を０．０１％以上とする
ことが好ましい。したがって、より好ましいＴｅの含有量は０．０１～０．１０％である
。
【００８０】
　なお、上記のＣａ、Ｐｂ、Ｂｉ及びＴｅは、そのうちのいずれか１種のみ、又は２種以
上の複合で含有することができる。
【００８１】
　上記の理由から、本発明（２）に係る高周波焼入れ用鋼材の化学組成を、本発明（１）
における高周波焼入れ用鋼材のＦｅの一部に代えて、Ｃｕ：０．２０％以下、Ｎｉ：０．
２０％以下、Ｃｒ：０．２０％以下、Ｎｂ：０．３０％以下及びＶ：０．２０％以下のう
ちの１種又は２種以上を含有することと規定した。
【００８２】
　また、本発明（３）に係る高周波焼入れ用鋼材の化学組成を、本発明（１）又は本発明
（２）における高周波焼入れ用鋼材のＦｅの一部に代えて、Ｃａ：０．０１％以下、Ｐｂ
：０．３０％以下、Ｂｉ：０．０３％以下及びＴｅ：０．１０％以下のうちの１種又は２
種以上を含有することと規定した。
【００８３】
　更に、本発明（４）に係る高周波焼入れ用鋼材の化学組成を、本発明（１）から本発明
（３）までのいずれかにおける高周波焼入れ用鋼材のＦｅの一部に代えて、Ｂ：０．００
０５～０．００５０％及びＴｉ：０．０４５％以下で、かつ３．４Ｎ～（３．４Ｎ＋０．
０２）％を含有することと規定した。
【００８４】
　（Ｂ）組織
　前記（Ａ）項で述べた化学組成を有する本発明に係る高周波焼入れ用鋼材の組織は、マ
ルテンサイトが面積分率で７０％以上を占める組織でなければならない。
【００８５】
　これは、化学組成に加えて、鋼材の組織を上記の組織とすることによって、高周波焼入
れ時の不完全焼入れが抑制されて高周波焼入れで形成された硬化層が均一硬質なマルテン
サイト組織になり、硬化層の硬さを高めることができ、更に、高周波焼入れ後の硬化層の
旧オーステナイト結晶粒径が２０μｍ以下に微細化され、しかも、高周波焼入れにより生
成した旧オーステナイト粒界或いはラス界面への炭化物の析出が大きく抑制されるので、
硬化層の靱性も確保することができて、良好な静的曲げ強度、したがって、良好な曲げ疲
労強度を確保できるからである。
【００８６】
　なお、本明細書でいう「マルテンサイト」が、いわゆる「フレッシュマルテンサイト」
及び「自己焼戻し（self-tempering）を受けたマルテンサイト」、並びに、それらを焼戻
しして得られる「焼戻しマルテンサイト」のうち「ラス状組織形態」であることを特徴と
する組織を指し、上記「ラス状組織」中にε或いはθ等の炭化物が析出している組織も含
むことは、既に述べたとおりである。
【００８７】
　マルテンサイトが面積分率で８５％以上を占める組織であれば、より安定して高周波焼
入れ時の不完全焼入れが抑制されるとともに、硬化層の靱性が向上する。このため、前記
（Ａ）項で述べた化学組成を有する本発明に係る高周波焼入れ用鋼材の組織は、マルテン
サイトが面積分率で８５％以上を占める組織であることが好ましい。なお、高周波焼入れ
用鋼材の組織は、マルテンサイトが面積分率で１００％を占める組織、すなわち、マルテ
ンサイト単相の組織であってもよい。
【００８８】
　高周波焼入れ前の鋼材の組織調整方法としては、例えば、自動車部品や建設機械用部品
の所定形状に加工した後、高周波焼入れする前に熱処理を施せばよい。熱処理条件として
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は、例えば、８５０～１２００℃の温度範囲に加熱した後、水冷或いは油冷すればよい。
また、水冷或いは油冷した後、１５０～７００℃の温度範囲で１５分以上保持してから冷
却してもよい。
【００８９】
　以下、実施例により本発明を更に詳しく説明する。
【実施例】
【００９０】
　表１に示す化学組成を有する鋼Ａ１～Ａ１８及び鋼Ｂ１～Ｂ５を真空炉溶製して１５０
ｋｇ鋼塊を作製した。
【００９１】
　表１中の鋼Ａ１～Ａ１８は、化学組成が本発明で規定する範囲内にある鋼である。一方
、鋼Ｂ１～Ｂ５は、化学組成が本発明で規定する条件から外れた比較例の鋼である。
【００９２】
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【表１】

【００９３】
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　このようにして得た鋼塊を、１２００～１３００℃に加熱した後、熱間鍛造して直径３
０ｍｍの丸棒とした。なお、熱間鍛造後の冷却は大気中での放冷とした。
【００９４】
　次いで、熱間鍛造して得た上記の直径３０ｍｍの丸棒を、９００℃で３０分加熱してオ
ーステナイト単相組織にした後、表２に示す冷却速度で冷却或いは冷却後更に焼戻しして
、高周波焼入れ前の丸棒の組織を変化させた。
【００９５】
　上記の熱処理を施した直径３０ｍｍの丸棒を用いて、ミクロ組織を調査した。すなわち
、熱処理した丸棒の横断面での状態を観察できるように切断して樹脂に埋め込み、鏡面研
磨した後、ナイタルで腐食してミクロ組織を現出させ、走査型電子顕微鏡を用いて、マル
テンサイトの判別を行い、マルテンサイトと判別された部分の面積分率を測定した。
【００９６】
　マルテンサイト組織の判別は、その特徴である「ラス状組織形態」を呈しているかどう
かを、走査型電子顕微鏡にて確認し、ラス状組織或いは炭化物析出が走査型電子顕微鏡で
判別することが困難な場合には、透過型電子顕微鏡も併用して、マルテンサイトの判定を
行った。
【００９７】
　いわゆる「フレッシュマルテンサイト」及び「自己焼戻し（self-tempering）を受けた
マルテンサイト」を焼戻しした場合であっても、高温での焼戻し、例えば、７００℃を超
えるような高い温度での焼戻しを施して、「ラス状組織」が再結晶して等軸状のフェライ
トになった場合には、「焼戻しマルテンサイト」といわないことは既に述べたとおりであ
る。
【００９８】
　なお、任意に１０視野撮影した倍率２０００倍の走査型電子顕微鏡写真を画像処理し、
上記のようにして判別したラス状マルテンサイト組織の面積分率からマルテンサイトの面
積分率を算出した。
【００９９】
　また、前記の熱処理を施した直径３０ｍｍの丸棒から、断面が１０ｍｍ×１０ｍｍで長
さが１００ｍｍの直方体の長手中央部の１つの面に、半径２ｍｍの半円切欠きを設けた３
点曲げ試験片を機械加工によって切り出した。次いで、上記の３点曲げ試験片の半円切り
欠きを設けた面を、周波数２０ｋＨｚ、出力５０ｋＷの条件で３．０秒間加熱した後水冷
する高周波焼入れを行って、高周波焼入れ性及び硬化層の旧オーステナイト粒径の調査を
行った。
【０１００】
　高周波焼入れ性は、上記高周波焼入れ後の３点曲げ試験片の半円切欠き部での横断面が
調査できるように樹脂に埋め込み、JIS G 2244(2003)に規定された方法でビッカース硬さ
試験を行って評価した。すなわち、試験力を２．９４Ｎとしてビッカース硬さ試験を行っ
て硬さ分布を求め、切欠き底からビッカース硬さ（以下、「ＨＶ硬さ」という。）が５０
０となる位置までの距離（ｍｍ）を求めた。なお、以下においては、切欠き底からＨＶ硬
さが５００となる位置までの距離を「ＥＣＤ」という。
【０１０１】
　高周波焼入れ性の目標は、ＥＣＤが０．８５ｍｍ以上である。
【０１０２】
　硬化層の旧オーステナイト粒径は、上記高周波焼入れ後の３点曲げ試験片の横断面が観
察できるように樹脂に埋め込んで鏡面研磨した後、界面活性剤を添加したピクリン酸飽和
水溶液で腐食して旧オーステナイト粒界を現出させ、任意に５視野撮影した倍率４００倍
の光学顕微鏡写真を用い、切断法によって求めた「平均切片長さ」Ｌを求め、「熱処理、
第２４巻、第６号（１９８４）」の３３４～３３８ページに記載された方法に従って「１
．１２８×Ｌ」を旧オーステナイト粒径とした。
【０１０３】
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　旧オーステナイト粒径は２０μｍ以下が目標である。
【０１０４】
　更に、上記条件で高周波焼入れした３点曲げ試験片を１８０℃で１時間焼戻しして、静
的曲げ強度及び曲げ疲労強度を調査することも行った。
【０１０５】
　静的曲げ強度試験は、支点間距離４５ｍｍ、試験片切欠き部底の歪み速度０．０１／秒
で行い、最大到達荷重から静的曲げ強度を算出した。なお、１８００ＭＰａ以上の静的曲
げ強度を有することが目標である。
【０１０６】
　曲げ疲労強度試験も、支点間距離４５ｍｍで行い、繰り返し回数１×１０4回での亀裂
発生強度を曲げ疲労強度として評価した。なお、９５０ＭＰａ以上の曲げ疲労強度を有す
ることが目標である。
【０１０７】
　表２及び表３に、上記の各試験結果を併せて示す。
【０１０８】
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【表２】

【０１０９】
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【表３】

【０１１０】
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　表２及び表３から、本発明（１）～（４）で規定する条件を満たす試験番号１～１８の
場合、高周波焼入れ性に優れ、しかも、良好な曲げ疲労強度を有していることが明らかで
ある。
【０１１１】
　これに対して、本発明で規定する条件から外れた試験番号１９～２８の曲げ疲労強度は
低く、しかも、高周波焼入れ性に劣る場合もあることが明らかである。
【０１１２】
　なお、別途JIS G 4053(2003)に記載されたＳＣｒ４２０の鋼材に９２５℃で１時間加熱
後空冷する焼準処理を施した後、先に述べた形状の３点曲げ試験片を採取し、その３点曲
げ試験片をカーボンポテンシャル０．８％の状態下で、９４０℃で３時間保持してから８
７０℃に冷却して更に１時間保持した後、油焼入する条件で浸炭焼入れし、更に、１８０
℃で１時間焼戻しして、先に述べたのと同じ条件で静的曲げ強度及び曲げ疲労強度を調査
した。その結果、浸炭焼入れしたＳＣｒ４２０の静的曲げ強度は１６９０ＭＰａ，曲げ疲
労強度は７００ＭＰａであった。したがって、本発明（１）～（４）で規定する条件を満
たす試験番号１～１８の曲げ疲労強度が、浸炭焼入れ材と同等以上の曲げ疲労強度を有す
るものであることが確認できた。
【０１１３】
　また、鋼Ａ１～Ａ１８の熱間鍛造して得た直径３０ｍｍの丸棒を用いて旋削試験を実施
し、工具摩耗量を測定して被削性も調査した。すなわち、熱間鍛造ままの直径３０ｍｍの
各丸棒を、ＴｉＮコーティング処理が施されたＰ２０種の超硬工具を用いて下記の条件で
１０分間旋削し、超硬工具の平均逃げ面摩耗量を測定し、これを工具摩耗量として被削性
を評価した。
【０１１４】
　・切削速度：１２０ｍ／分、
　・切り込み量：１．５ｍｍ、
　・送り量：０．４０ｍｍ／ｒｅｖ．、
　・潤滑：湿式（水溶性潤滑油剤を使用）。
その結果、鋼Ａ１～Ａ１８の工具摩耗量は全て１００μｍ以下で、いずれの鋼も良好な被
削性を有していることが確認できた。
【産業上の利用可能性】
【０１１５】
　本発明の高周波焼入れ用鋼材は、従来の浸炭焼入れの場合と同等以上の疲労強度、なか
でも曲げ疲労強度を確保することができるので、アクスルシャフト、ドライブシャフト、
等速ジョイント用アウターレースなどの自動車部品や建設機械用部品の素材として用いる
ことができる。
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